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平成１７年３月期                 決算短信（連結）                 平成１７年５月３１日 
 

会 社 名    ＹＫＫ株式会社                                         上 場 の 有 無      非上場 

本社所在地              東京都千代田区神田和泉町１番地 

問合せ先責任者  役 職 名    グループ経営管理センター経理グループ長 

                  氏    名   八木 厚斯                              ＴＥＬ   (03)3864-2083 
                                                                中間配当制度の有無      無 

                                  

１．平成１７年３月期の業績（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日） 

  （１）連結経営成績                                    （注）金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売上高 営業利益 経常利益 

 百万円     ％ 百万円      ％ 百万円     ％

平成１７年３月期 ５８１，９７３（  ４．３） ３８，８４９（  ２．１） ３２，５５４（  ５．５）

平成１６年３月期 ５５７，８５２（ １７．９） ３８，０４５（ ３７．２） ３０，８４６（ ４９．５）

 

 
当期純利益 

１株当たり当期純

利益金額 
株 主 資 本

当期純利益率

総 資 本 

経常利益率 

売 上 高 

経常利益率 

 百万円     ％ 円 ％ ％ ％

平成１７年３月期 １８，５２６（△３６．１）    １５，１３５ ４．５ ４．２  ５．６ 

平成１６年３月期 ２８，９８４（ １１５．５）    ２４，５７１ ７．４ ４．１  ５．５ 

  （注）  １．持分法投資損益  平成１７年３月期      ７８百万円     平成１６年３月期      ２８百万円 

       ２．期中平均株式数  平成１７年３月期 １,１９２,２１２.９１株     平成１６年３月期 １,１７６,４２０.０５株 

      ３．会計処理の方法の変更    無 

      ４. 売上高，営業利益，経常利益，当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率  

  （２）連結財政状態 

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

 百万円 百万円 ％ 千円

平成１７年３月期 ７７９，８０３ ４２０，２７７ ５３．９  ３５２ 

平成１６年３月期 ７５８，６４３ ４０２，０６２ ５３．０  ３３７ 

 （注） 期末発行済株式数  平成１７年３月期 １,１９２,２００.７６株    平成１６年３月期 １,１９２,２３２.２６株 

  （３）連結キャッシュフローの状況 
 
 営業活動による 

キャッシュフロー 

投資活動による 

キャッシュフロー 

財務活動による 

キャッシュフロー 

現金及び現金同等物

期   末   残   高

 
 

               百万円                百万円               百万円               百万円 

 
 

 
  平成１７年３月期 

 平成１６年３月期 

６４，０５６  

６７，６１９  

△ ３２，６９７ 

△ ３９，２１２ 

  △ １３，３９５  

△ ２０，７０９  

８９，２０８ 

７１，４０５ 

 
 

 
  （４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
 連結子会社数 １２２社 持分法適用非連結子会社数 １社 持分法適用関連会社数 １社 
 
  （５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
 連結（新規）  ７社 （除外） １社 持分法（新規） ０社 (除外) ２社 

                                                  

 ２．平成１８年３月期の業績予想（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日） 

１株当たり年間配当金  
売上高 経常利益 当期純利益 

中間 期末  

 百万円 百万円 百万円 円 円 円

通   期 ６０４，５３９ ３８，７１３ １９，７０７ －  ２，０００ ２，０００

  （参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   １７，６３８円 

＊上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。 

実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。 
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経 営 方 針 

 

１．経営の基本方針 

当社グループは、ファスニング事業と建材事業を２つの中核事業と位置づけて、日本も含めた全世

界で事業活動を行っており、その経営体制としては、ファスニング事業と建材事業、工機事業の３事

業グループによるグローバル事業経営と、日本を含めて世界６極による地域経営を基本としています。

こうしたグローバル経営の中で自らのアイデンティティを｢公正で安心してお付き合い頂ける会社｣

「真に国際的な会社」「新たな価値を創造する技術の会社」と位置付けております。 

当社グループでは、これまでも経営の使命・方向・主張を表現する経営理念「更なるCORPORATE 

VALUE（企業価値）を求めて」において、一貫して公正であることをあらゆる経営活動の基盤としてき

ました。これからも今まで以上に｢安心してお付き合い頂ける会社｣として、社会への公正さを追求し

てまいります。そして、「真に国際的な会社」として認知して頂ける企業を目指してまいります。ま

た、あらゆる技術を駆使して当社の思想を商品開発に組み込むことによって、より最適なプロセスや

部材を提供できる専門メーカーとしての「新たな価値を創造する技術の会社」を目指してまいります。 

事業環境の変化に対応して、事業構造改革をすすめていく一方、中長期にわたり事業の成長・拡大

を図っていくためにも、ファスニング事業の「ＹＫＫ」ブランドと建材事業の「ＹＫＫ ＡＰ」ブラン

ドについて、それぞれの独自の強みを生かし、より一層のブランド強化を図っていく必要があります。

ブランドとは商品やサービスだけでなく、当社に対するあらゆる評価の結集であると認識し、より豊

かな満足を消費者の方々に提供することを使命として、更なる努力を続けてまいります。 

 

２．利益配分に関する基本方針 

当社は、株主に対する利益還元を重要な経営方針の一つとして位置付け、企業体質の充実・強化の

ために積極的な事業展開を推進しております。配当金につきましては、健全な財務体質を維持・強化

するための内部留保等の充実を図りつつ、安定的な配当の継続を基本とし、連結業績等を総合的に勘

案して決定していきたいと考えております。 

 

３．企業集団の対処すべき課題 

今後の経済動向につきましては、原油高や円相場など当社を取り巻く経営環境は、先行きが不透

明で依然として厳しい状況が続くものと予想しております。 

 このような見通しのもと、２００５年度からは、これまで進めて参りました事業構造改革の成果

をもとに、当社の創業７５年・建材事業５０年の節目にあたる２００８年度を中期経営計画の最終

年度と位置付け、更なる企業価値の向上を図って参ります。その実現に向けてＹＫＫグループ中期

経営方針として、「事業価値の更なる向上」と「ブランド価値の確立」を掲げました。事業環境が

激しく変化する中で、中長期視点に立ち事業強化を図っていくためには、その時々に市場・顧客が

求める商品価値を高めていくことが必要であり、そのためにも事業価値の更なる向上を図って参り

ます。 

ファスニング事業では、「伸びゆく需要への更なる挑戦」を経営方針として掲げ、特に、一層の

経済の拡大が見込まれます中国市場に対して、思い切った経営資源を投入して事業拡大を図って参
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ります。中国は２００４年にＹＫＫグループにおけるファスナーの最大生産国となり、今後も更な

る事業拡大を目指して、引き続き積極的に設備投資を行って参る予定です。また、第二ブランドと

して投入いたしましたＡＲＣブランドにより、中国内需市場での販売強化を図る一方、ＹＫＫブラ

ンド価値をより高めていくためのブランド戦略を確立いたします。 

 建材事業では、「サッシメーカーから窓メーカーへの転換」「中国建材ビジネスモデルの確立」

「米国住宅建材市場への参入（米国樹脂窓事業の展開）」により、日本・中国・米国を通じて、Ｙ

ＫＫ ＡＰブランドを Ｎｏ.１ブランドとして認めていただけるように挑戦して参ります。また、

地球温暖化防止を目的とした京都議定書の正式発効により、日本が義務づけられた温暖化ガス排出

量の削減目標を踏まえ、２００８年度までに居住用窓の複層化１００％を目標として掲げます。 

工機事業では、技術開発力の強化による価値創造により、ファスニング事業と建材事業の更なる

事業強化に繋げて参ります。 

 

４．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方およびその施策の実施状況 

（１）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社では、経営と執行の分離により、迅速な事業・業務執行を図ることを目的として、1999年６

月に取締役会の改革と執行役員制度の導入による経営機構改革を実施しました。 

新たな取締役会の役割については、商法で規定される役割に、新たに経営方針の策定・経営資源の

配分および執行役員による業務執行の監督等を加えました。また、その役割を充分に果たすため、

活発かつ十分な議論に基づく的確な意思決定のための適正な人数として取締役数を15名以内（2005

年6月、10名以内に変更）とすることと併せて、任期を1年に短縮するという改革を実施しました。 

「取締役」が全体最適の実現に向けて専心する一方、「執行役員」は、取締役会で決定された方針

に基づき、個々の事業・業務を、責任と権限をもって執行することにより、部門の目標を達成する

ことを最大の役割としました。 

従って、当社におけるコーポレート・ガバナンスは、経営方針等の重要事項に関する意思決定機関

および監督機関としての取締役会、ならびに、監査機関としての監査役会という機関制度を基本と

して、執行役員制度により、事業・業務執行を推進するという仕組みを基本的な考え方としており

ます。 

（２）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

① 取締役会 

・ＹＫＫグループ連結経営の一層の強化を図っていくため、2003年６月より当社取締役会の構成

を、ＹＫＫ ＡＰ㈱・ファスニング事業本部・工機事業本部およびＹＫＫグループ本社から事業執

行責任者を取締役に選任し、また、コーポレート・ガバナンス強化という観点から、社外取締役1

名を導入しました。 

・ ＹＫＫグループの重要な政策を立案・検討する機関として、2003年４月より次の委員会を当社

取締役会委員会として明確に位置付けました。 

・中国政策委員会 

    ・環境政策委員会 

    ・新規事業検討委員会 
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    ・地域政策委員会（現在、委員会を廃止し、地域政策担当取締役を任命） 

・ 2003年６月には、リスクマネジメント総括取締役を任命し、ＹＫＫグループのＰＬリスク、Ｉ

Ｔリスク、環境問題、災害等のハザードリスクに対応する体制を構築しました。 

・企業年金基金の運営は、母体企業である当社にとって重要な経営課題であるとの認識により、    

2004年４月に年金政策担当取締役を任命しました。 

・2005年４月にはＣＦＯ（最高財務責任者）およびＣＲＯ（最高リスクマネジメント責任者）を

任命し、更なる連結経営の強化を図っております。 

② 監査体制 

・監査役制度に関する改正商法（平成13年法律第149号による改正商法特例法）に定める社外監査

役を、2004年６月より２名体制（従来１名）とし、2006年６月の株主総会で求められる社外監査

役の半数以上充足を前倒しで実施しました。 

・監査役４名による法定監査に加え、監査室による業務監査・コンプライアンス監査等の内部監

査を実施し、より充実した監査体制としております。 

③グループ執行役員制度の導入 

   ＹＫＫグループは、ファスニング事業・建材事業・工機事業の３事業グループによるグローバル

事業経営に加えて、日本を含めた世界６極による地域経営を推進しています。 

こうしたＹＫＫグループ連結経営体制において、従来の執行役員制度に加えて、ＹＫＫグループの

企業価値の更なる向上を図ることを目的として、2004年４月１日付で、中核会社および6極地域経営

の事業統括会社等の執行責任者の中から、新たにグループ執行役員を選任しました。 

④ アドバイザリーボードの設置 

社外の有識者から、社長および関係取締役が経営全般および重要経営課題に関する助言を受けるこ

とを目的として、2001年７月よりアドバイザリーボードを設置しています。 

（３）会計監査の状況 

   当社の会計監査業務を執行した公認会計士は田口茂雄・松本義之・四月朔日丈範(継続監査年数16

年)であり、新日本監査法人に所属し、中間・期末・期中において適宜監査が実施されています。当

社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士11名です。 

（４）社外取締役および社外監査役と当社との関係 

社外取締役柳田幸男氏は、柳田野村法律事務所の代表者であり、当社は同事務所からリーガルサ

ービスを受けていますが、同事務所としての定型的な取引であり、社外取締役個人が直接利害関係

を有するものではありません。 

また、社外監査役と当社との取引関係はありません。 

（５）役員報酬の内容 

当社における役員報酬は、短期報酬としての月額報酬と安定配当を重視した配当基本方針との整

合性を勘案した役員賞与金及び長期報酬としての退職慰労金で構成しています。 

当事業年度における報酬の額は次のとおりです。 
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取 締 役 監 査 役 計  
区      分 

支給人員 支給額 支給人員 支給額 支給人員 支給額 
摘 要 

 定款又は株主総会 

決議に基づく報酬 

名 

10 

百万円

217 

名

4 

百万円

39 

名 

14 

百万円 

256  
（注１、２）

 利益処分による 

役員賞与 9 37 3 3 12 40  
 

 株主総会決議に 

基づく退職慰労金 1 44 - - 1 44  
 

 

計  299 42  341  
 

（注）１．株主総会決議による報酬限度額は、取締役の報酬額が、月額40百万円、監査役の報酬額

は月額４百万円です。 

２．株主総会決議による報酬のうち、社外取締役の支給人員は１名、支給額は６百万円、社外

監査役の支給人員は２名、支給額は10百万円です。 

３．期末現在の人員は次のとおりです。 

取締役      ９名 

監査役       ４名 

４．上記の支給人員には当期中に退任した取締役１名を含んでいます。 

 

（６）監査報酬の内容 

①当社の新日本監査法人への公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務

に基づく報酬              27百万円 

②上記以外の報酬              なし 

 

５ 業績等の概要 

当期における世界経済は、米国と中国を中心に拡大基調を強めました。わが国でも企業収益の改

善に加え、雇用情勢なども緩やかに上向くなど景気回復が持続する一方、年後半からの原油高や円

相場など先行きには不安要素も残りました。 

このような環境のもと、当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）では、2001年度

より進めて参りました事業構造改革の成果を出す年と位置付け、事業を推進して参りました。その

結果、当期における連結業績は、売上高は581,973百万円と前期に比べ24,121百万円(+4.3％)の増収

となりました。利益面では、原材料の高騰や海外建材事業における基盤整備費用の発生をコストダ

ウン・合理化による原価低減で吸収し、営業利益は38,849百万円と前期に比べ803百万円（+2.1％）、

経常利益は32,554百万円と前期に比べ1,707百万円（+5.5％）と共に前期を上回ることとなり、増収

増益を達成することができました。なお、当期純利益については、前期におけるＹＫＫ ＡＰ㈱の繰

延税金資産133億円の一括計上の特殊要因がなくなったことに加え、在外子会社における固定資産評

価損およびブラジル石材事業撤退等による特別損失26億円の計上等により、18,526百万円と前期に

比べ10,457百万円（△36.1％）の減益となりました。 

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 
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①ファスニング事業 

   当期のファスニング事業は、経済のグローバル化による日米欧の消費国から中国を中心としたア

ジア地域への縫製業の移転に対応し、生産供給体制・サービス体制の強化を迅速に行って参りまし

た。その結果として、売上高（セグメント間の内部売上高を含む）は東アジアを中心に海外各地域

で前期を上回ったことによって、211,978百万円と前期に比べ9,788百万円(+4.8％)の増収となりま

した。営業利益は、ＥＭＥＡ（欧州・中東・アフリカ地域）が、前期と比べて不振でありましたが、

北中米とＡＳＡＯ（アセアン・南アジア・大洋州地域）が事業構造改革の奏功により収益改善を図

れたこと、更には、日本・東アジア・南米が好調に推移した結果、32,411百万円と前期に比べ2,286

百万円（+7.6％）の増益となりました。 

  ②建材事業 

   当期の建材事業は、国内ではビル建材事業の売上高が伸び悩んだものの、住宅建材事業が新商品

の投入効果、リフォーム・リモデル需要の取り込み等により好調に推移いたしました。海外では、

香港、シンガポールで厳しい事業環境により受注が低迷いたしましたが、米国が好調に推移いたし

ました。その結果、建材事業の売上高（セグメント間の内部売上高を含む）は364,093百万円と前期

に比べ13,345百万円（+3.8％）の増収となりました。営業利益は、国内での原材料の高騰とビル建

材事業の販売価格の下落による影響に加え、海外での中国における新規立ち上げ費用の増加と香

港・シンガポールでの基盤整備費用の発生が重なったため、コストダウン・合理化で吸収しきれず、

8,526百万円と前期に比べ648百万円（△7.1％）の減益となりました。 

  ③工機事業 

 当期の工機事業は、東アジアを中心としたファスニング事業関係の設備需要の増大により、売上

高・営業利益とも好調に推移し、売上高（セグメント間の内部売上高を含む）は32,903百万円と前

期に比べ3,506百万円（+11.9％）、営業利益は3,317百万円と前期に比べ1,321百万円（+66.2％）と

増収増益となりました。 

  ④その他 

 米国・オーストラリアで事業参画しているアルミ精錬事業が堅調に推移したこと等により、売上

高（セグメント間の内部売上高を含む）は31,992百万円と前期に比べ2,656百万円（+9.1％）、営業

利益は1,752百万円と前期に比べ1,070百万円（+156.8％）と増収増益となりました。 

  所在地別セグメントの業績は、次のとおりです。 

  ①日本 

ファスニング事業におきましては、縫製業の海外移転の進行により国内販売が減少しましたが、

利益面では国内販売体制の再構築、高付加価値品の増販等もあり増益となりました。建材事業にお

きましては、住宅建材事業が新商品の投入効果、リフォーム・リモデル需要の取り込み等により増

収となり、営業利益は、原材料の高騰やビル建材事業の販売価格の下落等がありましたが、コスト

ダウン・合理化で吸収し増益となりました。 

その結果、売上高（セグメント間の内部売上高を含む）は444,140百万円と前期に比べ17,857百万

円（+4.2％）の増収となり、営業利益は27,370百万円と前期に比べ2,951百万円（+12.1％）の増益

となりました。 

② 北 中 米 

ファスニング事業では、前期の事業構造改革が奏功し、増収増益となりました。建材事業も、販
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売が順調に推移し増収増益となりました。その結果、売上高（セグメント間の内部売上高を含む）

は52,339百万円と前期に比べ1,962百万円（+3.9％）の増収となり、営業利益は956百万円と前期に

比べ640百万円（+102.5％）の増益となりました。 

③ 南   米 

これまでのインフレ高騰、為替下落等が終息し、販売が順調に伸びました。その結果、売上高

（セグメント間の内部売上高を含む）は8,234百万円と前期に比べ1,766百万円（+27.3％）の増収と

なり、営業利益は2,016百万円と前期に比べ793百万円（+65.0％）の増益となりました。 

④ ＥＭＥＡ（欧州・中東・アフリカ地域） 

英、独、仏等の消費地域では、ファスナー使いの減少、縫製業の欧州域外への移行、輸入品への

置き換え等により減収となりましたが、トルコ等のＥＵ域外周辺国は増収となりました。売上高

（セグメント間の内部売上高を含む）はユーロ高の影響もあって、49,711百万円と前期に比べ1,861

百万円（+3.9％）の増収となりました。営業利益は主要国の販売減の影響が大きく4,823百万円と前

期に比べ1,637百万円（△25.3％）の減益となりました。 

⑤  東 ア ジ ア 

ファスニング事業におきましては、世界の工場として縫製業の継続的な規模拡大に対し、特に中

国を中心とした供給体制並びにサービス体制の強化を行い、増収増益となりました。建材事業は、

中国における本格的な稼動が始まったことにより増収となりましたが、利益面では、新規立ち上げ

費用の発生により減益となりました。この結果、売上高（セグメント間の内部売上高を含む）は

71,588百万円と前期に比べ12,082百万円（+20.3％）の増収となりました。営業利益は9,295百万円

と前期に比べ62百万円（△0.7％）の減益となりました。 

⑥ ＡＳＡＯ（アセアン・南アジア・大洋州地域） 

ファスニング事業におきましては、インド、バングラデシュ等南アジアが好調に推移し、増収増

益となりました。建材事業ではシンガポールでの受注低迷と基盤整備費用が発生したことにより、

減収減益となりました。その他の事業では、オーストラリアのアルミ精錬事業が相場の高騰等もあ

り、増収増益となりました。その結果、売上高（セグメント間の内部売上高を含む）は39,999百万

円と前期に比べ2,228百万円（+5.9％）の増収となりました。営業利益は3,215百万円と前期に比べ

1,076百万円（+50.4％）の増益となりました。 

 

６ 事業等のリスク 

当社グループの経営成績および財政状態に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなも

のがあります。なお、本項におきましては将来に関する事項が含まれおりますが、当該事項は当連

結会計年度末現在において判断したものであります。 

（1）国際的活動および海外進出に潜在するリスク 

  当社グループは北中米、南米、欧州・中東・アフリカ、アジア地域の世界67カ国に進出し事

業を営んでおり、欧米諸国並びに発展途上市場や新興市場などの国が含まれています。これら

の国・地域において政治的不安、テロ・戦争その他の要因による社会的混乱などによる影響を

受けます。事業推進・展開におきまして不利な事象が発生した場合、当社グループの業績に悪

影響を及ぼす可能性があります。 
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（2）経済状況 

  当社グループの事業は、競合他社が製造あるいは販売を行う様々な地域における市場の縮小

あるいは価格競争などの経済状況により影響を受ける可能性があります。また、市場の需給関

係により価格が決定される原材料関係の価格高騰により、当社グループの業績に悪影響を及ぼ

す可能性があります。 

（3）為替レートの変動 

  当社グループの現地通貨建ての売上、費用、資産等の項目は、連結財務諸表作成のために円

換算されており、現地通貨における価値に変動がない場合でも、為替レートの変動によって、

円換算後の損益状況および財政状態に影響を与える可能性があります。 

（4）保有株式の株価下落 

  当社グループが保有している上場株式に関して、その株価が大幅に下落した場合には、保有

株式の減損または評価損が発生し、当社グループの業績に悪影響を与える可能性があります。 

（5）退職給付債務 

  当社グループの退職給付費用および退職給付債務は、数理計算上の前提条件と実際の結果が

異なった場合や前提条件が変更された場合、認識される費用および債務に影響を与えます。特

に割引率の低下や運用利回りの悪化は、当社グループの業績と財政状態に悪影響を及ぼす可能

性があります。 

（6）事業再編損失 

  当社グループは、その企業価値の増大を図るため不採算事業からの撤退や国際水平分業体制

の推進、コスト削減策の実行等、事業構造改革を実施することにより、収益力の向上に努めて

おりますが、その推進に伴い特別損失が発生する可能性があります。 

（7）製品の欠陥 

  当社グループは、世界中の工場で当社の品質管理基準に従って各種の製品を製造しています

が、製品の欠陥が発生し重大な製造物責任賠償が発生した場合、当社グループの業績と財政状

態に悪影響を及ぼす可能性があります。 

（8）公的規制 

  当社グループは、事業展開する各国・地域において、事業・投資の許可を得ており、当該

国・地域の政府規制を受けております。また、通商、独占禁止、特許、消費者、租税、環境関

連の法規制などの適用も受けております。これらの規制により当社グループの活動が制限され

る可能性があり、また、規制を遵守できなかった場合は、当社グループの業績と財政状態に悪

影響を及ぼす可能性があります。 

（9）自然災害 

  当社グループは、地震等の自然災害によって、当社グループの製造拠点及び設備等が損害を

被った場合、当社グループの操業が中断し、生産及び出荷が遅延することにより売上高が低下

し、さらに、製造拠点等の修復又は代替のために費用を要することとなる可能性があります。 

（10）その他 

    当社ならびに当社の欧州地域の子会社２社は、ファスニング事業分野におけるＥＵ競争法侵

害の調査を欧州委員会より受けております。この調査の過程において、欧州委員会より「異議

告知書」が送達され、現在その内容について相互に調査中であります。 



　連　結　貸　借　対　照　表　

（単位：百万円）

期　別 前連結会計年度 当連結会計年度

（平成16年３月31日現在） （平成17年３月31日現在） 増減金額

科　目 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

（　資　産　の　部　） ％ ％

 流　　動　　資　　産 　 355,952   46.9   　 375,606   48.2   　 19,654    

現 金 及 び 預 金 　 75,375    　 81,623    　 6,248     

受取手形及び売掛金 　 137,206   　 141,238   　 4,032     

有 価 証 券 　 2,046     　 10,049    　 8,003     

た な 卸 資 産 　 125,206   　 126,668   　 1,462     

繰 延 税 金 資 産 　 9,146     　 10,195    　 1,049     

そ の 他 　 12,048    　 10,377    △ 1,671     

貸 倒 引 当 金 △ 5,076     △ 4,546     　 530       

　 　 　

 固　　定　　資　　産 　 402,690   53.1   　 404,197   51.8   　 1,507     

有 形 固 定 資 産 　 311,075   41.0   　 306,985   39.4   △ 4,090     

建 物 及 び 構 築 物 　 135,024   　 130,054   △ 4,970     

機械装置及び運搬具 　 89,761    　 90,367    　 606       

土 地 　 67,957    　 66,411    △ 1,546     

建 設 仮 勘 定 　 5,661     　 7,793     　 2,132     

そ の 他 　 12,669    　 12,358    △ 311       

　 　 　

無 形 固 定 資 産 　 13,582    1.8    　 12,484    1.6    △ 1,098     

営 業 権 　 257       　 224       △ 33        

連 結 調 整 勘 定 　 3,128     　 2,502     △ 626       

そ の 他 　 10,197    　 9,757     △ 440       

　 　 　

投資その他の資産 　 78,032    10.3   　 84,727    10.8   　 6,695     

投 資 有 価 証 券 　 27,482    　 30,690    　 3,208     

長 期 貸 付 金 　 498       　 477       △ 21        

繰 延 税 金 資 産 　 31,969    　 35,345    　 3,376     

そ の 他 　 25,259    　 24,481    △ 778       

貸 倒 引 当 金 △ 7,177     △ 6,268     　 909       

　 　 　

　 　 　

資　　産　　合　　計 　 758,643   100.0  　 779,803   100.0  　 21,160    
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（単位：百万円）

期　別 前連結会計年度 当連結会計年度

（平成16年３月31日現在） （平成17年３月31日現在） 増減金額

科　目 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

（　負　債　の　部　） ％ ％

 流　　動　　負　　債 　 212,884   28.1   　 213,078   27.3   　 194       

支払手形及び買掛金 　 76,357    　 83,315    　 6,958     

短 期 借 入 金 　 30,575    　 26,499    △ 4,076     

一年内返済予定の長期借入金 　 3,315     　 1,679     △ 1,636     

１ 年 内 償 還 予 定 の 社 債 　 12,678    　 10,393    △ 2,285     

未 払 法 人 税 等 　 6,113     　 8,102     　 1,989     

繰 延 税 金 負 債 　 246       　 271       　 25        

賞 与 引 当 金 　 13,468    　 15,072    　 1,604     

従 業 員 等 預 り 金 　 32,736    　 33,164    　 428       

そ の 他 　 37,391    　 34,577    △ 2,814     

　 　 　

 固　　定　　負　　債 　 133,600   17.6   　 135,728   17.4   　 2,128     

社 債 　 30,396    　 30,000    △ 396       

長 期 借 入 金 　 5,280     　 3,043     △ 2,237     

繰 延 税 金 負 債 　 4,956     　 4,419     △ 537       

退 職 給 付 引 当 金 　 86,659    　 91,900    　 5,241     

役員退職慰労引当金 　 974       　 1,004     　 30        

そ の 他 　 5,333     　 5,360     　 27        

　 　 　

負　　債　　合　　計 　 346,485   45.7   　 348,807   44.7   　 2,322     

（ 少 数 株 主 持 分 ） 　 　 　

 少　数　株　主　持　分 　 10,095    1.3    　 10,719    1.4    　 624       

　 　 　

（ 資　本　の　部 ） 　 　 　

資　　　本　　　金 　 11,922    1.6    　 11,922    1.5    　 -         

資　本　剰　余　金 　 33,081    4.4    　 33,081    4.3    　 -         

利　益　剰　余　金 　 391,037   51.5   　 407,099   52.2   　 16,062    

その他有価証券評価差額金 　 4,467      0.6 　 6,261      0.8 　 1,794     

為 替 換 算 調 整 勘 定 △ 38,444    △5.1  △ 38,084    △4.9  　 360       

自 　己　 株　 式 △ 1          △0.0 △ 2          △0.0 △ 1         

資　　本　　合　　計 　 402,062   53.0   　 420,277   53.9   　 18,215    

負債、少数株主持分及び資本合計 　 758,643   100.0  　 779,803   100.0  　 21,160    
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　連　結　損　益　計　算　書　
（単位：百万円）

期　別 前連結会計年度 当連結会計年度

平成15年4月 1日から 平成16年4月 1日から 増減金額 対前連結

平成16年3月31日まで 平成17年3月31日まで 会計年度比

科　目 金　　額 百分比 金　　額 百分比

売     上      高   　 557,852   100.0  　 581,973   100.0  　 24,121  104.3   

売   上   原   価 　 365,057   65.4  　 379,424   65.2  　 14,367  103.9   

売   上   総  利  益 　 192,794   34.6  　 202,548   34.8  　 9,754   105.1   

販売費及び一般管理費 　 154,748   27.8  　 163,699   28.1  　 8,951   105.8   

営    業    利    益 　 38,045    6.8   　 38,849    6.7   　 804     102.1   

　 　 　

営  業  外  収  益 　 4,031     0.7   　 3,348     0.6   △ 683     83.1    

受 取 利 息 　 760       　 691       △ 69      90.9    

受 取 配 当 金 　 134       　 245       　 111     182.8   

雑 収 入 　 3,136     　 2,411     △ 725     76.9    

　 　 　

営  業  外  費  用 　 11,230    2.0   　 9,644     1.7   △ 1,586   85.9    

支 払 利 息 　 2,646     　 2,147     △ 499     81.1    

た な卸資産廃棄損 　 3,529     　 3,730     　 201     105.7   

雑 損 失 　 5,054     　 3,765     △ 1,289   74.5    

　 　

経    常    利    益 　 30,846    5.5   　 32,554    5.6   　 1,708   105.5   

　 　 　

特   別   利   益 　 1,712     0.3   　 2,533     0.4   　 821     148.0   

固 定 資 産 売 却 益 　 904       　 1,779     　 875     196.8   

そ の 他 　 807       　 753       △ 54      93.3    

　 　 　

特   別   損   失 　 7,083     1.2   　 6,432     1.1   △ 651     90.8    

固 定 資 産 売 却 損 　 769       　 1,032     　 263     134.2   

固 定 資 産 除 却 損 　 2,290     　 2,623     　 333     114.5   

子会社構造改革費用 　 2,416     　 -         △ 2,416   -

在外子会社固定資産評価損 　 -         　 2,056     　 2,056   -

そ の 他 　 1,606     　 720       △ 886     44.8    

　 　 　

税金等調整前当期純利益 　 25,475    4.6   　 28,655    4.9   　 3,180   112.5   

法人税、住民税及び事業税 　 10,238    1.8   　 14,993    2.6   　 4,755   146.4   

法  人  税 等 調 整 額 △ 14,339    △2.5 △ 6,120     △1.1 　 8,219   42.7    

少　数　株　主　利　益 　 592       0.1   　 1,255     0.2   　 663     212.0   

当   期   純   利   益 　 28,984    5.2   　 18,526    3.2   △ 10,458  63.9    
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　連　結　剰　余　金　計　算　書　
（単位：百万円）

期　別 前連結会計年度 当連結会計年度

平成15年4月 1日から 平成16年4月 1日から 増減金額

平成16年3月31日まで 平成17年3月31日まで

科　目 金　　額 金　　額

（ 資本剰余金の部 ）
資 本 剰 余 金 期 首 残 高 32,922         33,081          　 159     

　
資 本 剰 余 金 増 加 高 159            -               △ 159     

自 己 株 式 処 分 差 益 159            -               △ 159     
　

資 本 剰 余 金 期 末 残 高 33,081         33,081          　 -       
　

（ 利益剰余金の部 ） 　
利 益 剰 余 金 期 首 残 高 364,171        391,037         　 26,866  

　
利 益 剰 余 金 増 加 高 28,991         18,537          △ 10,454  

当 期 純 利 益 28,984         18,526          △ 10,458  
連結子会社減少に伴う剰余金増加高 6              -               △ 6       
在外子会社の資産再評価に係る増加高 -              10              　 10      

　
利 益 剰 余 金 減 少 高 2,125          2,475           　 350     

配 当 金 2,066          2,384           　 318     
役 員 賞 与 58             91              　 33      
（ う ち 監 査 役 賞 与 ） 5)(            5)(             　 -       

　
利 益 剰 余 金 期 末 残 高 391,037        407,099         　 16,062  

連結貸借対照表注記

前連結会計年度 当連結会計年度

１．有形固定資産の減価償却累計額 577,102        百万円 589,592         百万円

２．受取手形割引高 6              百万円 4               百万円

３．保証債務 722            百万円 456             百万円
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　連結キャッシュ・フロー計算書　
（単位：百万円）

期　別 前連結会計年度 当連結会計年度

平成15年4月 1日から 平成16年4月 1日から 増減金額
平成16年3月31日まで 平成17年3月31日まで

科　目 金　　額 金　　額
Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 25,475    28,655    　 3,180   
減 価 償 却 費 42,391    40,878    △ 1,513   
連 結 調 整 勘 定 償 却 額 781       1,109     　 328     
貸 倒引当金の増減額（減少：△） △ 2,117     △ 1,459     　 658     
退職給付引当金の増減額（減少：△） 4,477     5,165     　 688     
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ 895       △ 937       △ 42      
支 払 利 息 2,646     2,147     △ 499     
持分法による投資損益（投資利益：△） △ 28        △ 78        △ 50      
投資有価証券評価損益（戻入額：△） △ 346       △ 0         　 346     
有 形 固 定 資 産 除 却 損 2,290     2,617     　 327     
有形固定資産売却損益（売却益：△） △ 134       △ 747       △ 613     
在 外 子 会 社 固 定 資 産 評 価 損 -         2,056     　 2,056   
売 上 債 権 の 増 減 額 （ 増 加 ： △ ） △ 1,377     △ 3,026     △ 1,649   
た な卸資産の増減額（増加：△） 162       △ 95        △ 257     
仕 入 債 務 の 増 減 額 （ 減 少 ： △ ） 7,326     3,652     △ 3,674   
そ の 他 911       △ 2,486     △ 3,397   
     小   計 81,563    77,453    △ 4,110   
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 941       1,025     　 84      
利 息 の 支 払 額 △ 2,692     △ 2,248     　 444     
法 人 税 等 の 支 払 額 △ 12,193    △ 12,173    　 20      

営業活動によるキャッシュ・フロー 67,619    64,056    △ 3,563   

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー 　
短期貸付金の純増減額（増加：△） △ 22        16        　 38      
定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出 △ 1,100     △ 1,256     △ 156     
定 期 預 金 の 払 戻 に よ る 収 入 1,271     5,099     　 3,828   
有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △ 2,999     -         　 2,999   
有 価証券の償還・売却による収入 3,027     131       △ 2,896   
有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 41,208    △ 39,385    　 1,823   
有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 4,082     6,617     　 2,535   
無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 2,050     △ 2,343     △ 293     
無 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 25        57        　 32      
投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △ 338       △ 790       △ 452     
投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 146       76        △ 70      
連結子会社株式の追加取得による支出 △ 4         △ 408       △ 404     
連結範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出 -         △ 553       △ 553     
連結範囲の変更を伴う子会社株式の売却による収入 -         8         　 8       
長 期 貸 付 に よ る 支 出 △ 46        △ 3         　 43      
長 期 貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 6         27        　 21      
そ の 他 -         10        　 10      
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 39,212    △ 32,697    　 6,515   

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー 　
短期借入金の純増減額（減少：△） △ 9,086     △ 4,949     　 4,137   
長 期 借 入 れ に よ る 収 入 10        1,300     　 1,290   
長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △ 9,522     △ 4,301     　 5,221   
社 債 の 償 還 に よ る 収 入 10,000    10,000    　 -       
社 債 の 償 還 に よ る 支 出 △ 10,100    △ 12,605    △ 2,505   
株 式 の 払 戻 に よ る 収 入 31        -         △ 31      
少 数 株 主 へ の 株 式 の 発 行 に よ る 収 入 67        
自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △ 0         △ 1         △ 1       
自 己 株 式 の 売 却 に よ る 収 入 584       -         △ 584     
配 当 金 の 支 払 額 △ 2,065     △ 2,386     △ 321     
少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額 △ 560       △ 519       　 41      
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 20,709    △ 13,395    　 7,314   

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 1,428     △ 160       　 1,268   
Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（減少：△） 6,268     17,803    　 11,535  
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 65,164    71,405    　 6,241   
Ⅶ 連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △ 28        -         　 28      
Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 71,405    89,208    　 17,803   
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【セグメント情報】

１.事業の種類別セグメント情報

前連結会計年度（平成15年４月１日～平成16年３月31日） （単位:百万円）

合　計 消去又は全社 連　結
Ⅰ 売上高及び営業損益

 　売      上      高

(1)外 部 売 上 高 557,852 -        557,852   
(2)セグメント間内部
   売上高又は振替高

53,818  53,818)(  -         

計 611,670 53,818)(  557,852   
　 営　　業　　費　　用 569,691 49,885)(  519,806   
　 営　　業　　利　　益 41,979  3,933)(   38,045    
Ⅱ 資産、減価償却費

　 及び資本的支出

資              産 761,119 2,475)(   758,643   
減  価  償  却  費 41,384  1,007    42,391    
資  本  的  支  出 40,502  67)(      40,435    

　(注) 1. 事業区分は、内部管理上採用している区分によっている。

　　　 2. 各事業の主な製品

　　　 (1) ファスニング ……… 各種ファスナー、ファスナー用部品、ファスナー材料、スナップ・ファスナー、ボタンほか

　　　 (2) 建　　　　材 ……… 住宅用サッシ、ビル用サッシ、室内建具、エクステリア、形材製品、建材用部品

　　　 (3) 工　　　　機 ……… ファスニング加工用機械、建材加工用機械

　　　 (4) その他の事業 ……… 不動産、アルミ精錬、在外子会社管理統括ほか

　　　 3. 営業費用のうち「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は8,111百万円であり、当社の研究開発部門

　　　 　 管理部門に係わる費用である。

　　　 4. 資産のうち、「消去又は全社」の項目に含めた全社資産の金額は378,210百万円であり、その主なものは当社の

　　　 　 余資運用資金(現金及び有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)、研究開発部門、管理部門に係る資産である。

　　　 5. 減価償却費及び資本的支出には長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれている。

ファスニング 建材 工機 その他

201,864 350,654 1,204   4,128   

325     93      28,192  25,207  

202,189 350,748 29,396  29,335  
172,065 341,573 27,400  28,653  
30,124  9,175   1,996   682     

260,245 312,219 22,385  166,268 
21,939  16,225  1,292   1,927   
21,610  16,457  780     1,655   
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当連結会計年度（平成16年４月１日～平成17年３月31日） （単位:百万円）

合　計 消去又は全社 連　結
Ⅰ 売上高及び営業損益

 　売      上      高

(1)外 部 売 上 高 581,973 -        581,973   
(2)セグメント間内部
   売上高又は振替高

58,994  58,994)(  -         

計 640,967 58,994)(  581,973   
　 営　　業　　費　　用 594,959 51,835)(  543,124   
　 営　　業　　利　　益 46,008  7,158)(   38,849    
Ⅱ 資産、減価償却費

　 及び資本的支出

資              産 793,314 13,510)(  779,803   
減  価  償  却  費 40,529  349      40,878    
資  本  的  支  出 48,857  1,683)(   47,173    

　(注) 1. 事業区分は、内部管理上採用している区分によっている。

　　　 2. 各事業の主な製品

　　　 (1) ファスニング ……… 各種ファスナー、ファスナー用部品、ファスナー材料、スナップ・ファスナー、ボタンほか

　　　 (2) 建　　　　材 ……… 住宅用サッシ、ビル用サッシ、室内建具、エクステリア、形材製品、建材用部品

　　　 (3) 工　　　　機 ……… ファスニング加工用機械、建材加工用機械

　　　 (4) その他の事業 ……… 不動産、アルミ精錬、在外子会社管理統括ほか

　　　 3. 営業費用のうち「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は8,613百万円であり、当社の研究開発部門

　　　 　 管理部門に係わる費用である。

　　　 4. 資産のうち、「消去又は全社」の項目に含めた全社資産の金額は398,180百万円であり、その主なものは当社の

　　　 　 余資運用資金(現金及び有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)、研究開発部門、管理部門に係る資産である。

　　　 5. 減価償却費及び資本的支出には長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれている。

27,139  

364,093 32,903  31,992  
355,567 29,585  30,239  
8,526   3,317   1,752   

323,474 24,062  170,370 

その他ファスニング 建材 工機

211,536 4,853   

441     

211,978 
179,566 
32,411  

275,407 
22,389  
29,684  

363,905 1,678   

188     31,224  

15,144  1,289   1,706   
16,259  1,429   1,484   
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２.所在地別セグメント情報

前連結会計年度（平成15年４月１日～平成16年３月31日） （単位:百万円）

連　結

Ⅰ 売上高及び営業損益

 売      上      高

(1)外 部 売 上 高 557,852 

(2)セグメント間内部
   売上高又は振替高

-       

計 557,852 

　営　　業　　費　　用 519,806 

　営　　業　　利　　益 38,045  

Ⅱ 資産 758,643 

　　(注) 1.　国または地域の区分の方法及び各区分に属する主な国または地域

　　　　　 (1) 国または地域の区分の方法……地理的近接度をベースに事業活動の相互関連性を加味している。

　　　　　 (2) 各区分に属する主な国または地域

　　　　　　 ①　北中米……………………… アメリカ、カナダほか

　　　　　　 ②　南米………………………… ブラジル、アルゼンチンほか

　　　　　　 ③　欧州・中東・アフリカ…… イギリス、ドイツほか

　　　　　　 ④　東アジア…………………… 中国、韓国ほか

　　　　　　 ⑤　南アジア・大洋州………… インドネシア、オーストラリアほか

　　　 　2.　営業費用のうち「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は8,111百万円であり、当社の研究開発部門、

             管理部門に係る費用である。

　　　 　3.　資産のうち「消去又は全社」の項目に含めた全社資産の金額は378,210百万円であり、その主なものは当社の

             余資運用資金(現金及び有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)、研究開発部門、管理部門に係る資産である。

日本 北中米 南米
欧州･中東･
アフリカ

東アジア
南アジア・
大洋州 合　計 消去又は全社

379,515 44,569 6,399  46,850 55,937   24,579 557,852  -        

46,768  5,807  67     1,000  3,568    13,191 70,403   70,403)(  

426,283 50,376 6,467  47,850 59,506   37,771 628,255  70,403)(  

401,863 50,060 5,244  41,389 50,148   35,632 584,340  64,534)(  

24,419  316    1,222  6,460  9,357    2,138  43,914   5,869)(   

410,252 49,659 7,873  50,418 96,129   67,728 682,061  76,581   
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当連結会計年度（平成16年４月１日～平成17年３月31日） （単位:百万円）

連　結

Ⅰ 売上高及び営業損益

 売      上      高

(1)外 部 売 上 高 581,973 

(2)セグメント間内部
   売上高又は振替高

-       

計 581,973 

　営　　業　　費　　用 543,124 

　営　　業　　利　　益 38,849  

Ⅱ 資産 779,803 

　　(注) 1.　国または地域の区分の方法及び各区分に属する主な国または地域

　　　　　 (1) 国または地域の区分の方法……地理的近接度をベースに事業活動の相互関連性を加味している。

　　　　　 (2) 各区分に属する主な国または地域

　　　　　　 ①　北中米……………………… アメリカ、カナダほか

　　　　　　 ②　南米………………………… ブラジル、アルゼンチンほか

　　　　　　 ③　ＥＭＥＡ………………………イギリス、ドイツほか欧州・中東・アフリカ地域

　　　　　　 ④　東アジア…………………… 中国、韓国ほか

　　　　　　 ⑤　ＡＳＡＯ…………………… インドネシア、オーストラリアほか南アジア・大洋州地域

　　　 　2.　営業費用のうち「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は8,613百万円であり、当社の研究開発部門、

             管理部門に係る費用である。

　　　 　3.　資産のうち「消去又は全社」の項目に含めた全社資産の金額は398,180百万円であり、その主なものは当社の

             余資運用資金(現金及び有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)、研究開発部門、管理部門に係る資産である。

　　　 　4.　従来「欧州・中東・アフリカ」、「南アジア・大洋州」としていた国または地域の区分は、当連結会計年度より

             それぞれ「ＥＭＥＡ」、「ＡＳＡＯ」と呼称を変更した。なお、各区分に属する国または地域に変更はない。

３.海外売上高

Ⅰ 海　外　売　上　高
Ⅱ 連　結　売　上　高
Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合(%)  

Ⅰ 海　外　売　上　高
Ⅱ 連　結　売　上　高
Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合(%)  

　 (注) 　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高の合計額である。

581,973
34.4

計

179,474
557,852
32.2

計

200,445

東アジア ＡＳＡＯ日本 北中米 南米 ＥＭＥＡ

388,045 

56,094  

444,140 

416,770 

27,370  

417,900 

45,766 

6,572  

52,339 

51,382 

956    

45,884 

8,118  

115    

8,234  

6,217  

2,016  

8,959  

48,538 

1,173  

49,711 

44,888 

4,823  

53,256 

65,810   

5,778    

25,693 

14,305 

71,588   

62,293   

9,295    

111,924  74,471   

39,999 

36,784 

3,215  

67,404 

合　計 消去又は全社

581,973  

84,039   

666,013  

618,336  

-        

84,039)(  

84,039)(  

75,212)(  

8,827)(   

前連結会計年度（平成15年４月１日～平成16年３月31日）

当連結会計年度（平成16年４月１日～平成17年３月31日）

47,676   

705,332  
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連結計算書類作成のための基本となる重要な事項 

１．連結の範囲に関する記載事項 

（１）連結子会社の数………………………１２２社 

   主要な連結子会社の名称 

   ＹＫＫ ＡＰ㈱ 

ＹＫＫ コーポレーション・オブ・アメリカ 

ＹＫＫ Ｕ.Ｓ.Ａ.社 

新設により増加した連結子会社…………･･･５社 

ＹＫＫスナップファスナー無錫社他 

株式の取得により増加した連結子会社………２社 

マラヤン・ジップス社他 

  株式の売却により減少した連結子会社･････････１社 

    ソミブラス社 

（２）非連結子会社の数………………………１３社 

主要な非連結子会社の名称 

 スモールウェアーズ社 

   非連結子会社について連結の範囲から除いた理由は次のとおりです。 

   スモールウエアーズ社等は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益(持分に

見合う額)および利益剰余金(持分に見合う額)等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼし

ていないためです。 

なお、㈱ＹＫＫファイナンス、大阪ファスナー香港社は、清算により消滅しました。 

２．持分法の適用に関する事項 

（１）持分法適用会社の数…………………………２社 

     非連結子会社 １社 

      主要な非連結子会社の名称 

ファイナベスト社 

   関連会社 １社 

      主要な関連会社の名称 

    ＹＫＫフィリピン社 

（２）持分法非適用会社の数……………………１６社 

     非連結子会社 １２社 

      主要な非連結子会社の名称 

スモールウェアーズ社 

関連会社    ４社 

 主要な関連会社の名称 

      ＬＹフィリピン社 

持分法を適用していないスモールウエアーズ社等は、それぞれ当期純損益(持分に見合う額)および

利益剰余金(持分に見合う額)等からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が

軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

  連結子会社のうちのＹＫＫコーポレーション・オブ・アメリカ、ＹＫＫ Ｕ.Ｓ.Ａ.社他１０６社の

事業年度の末日は１２月３１日です。連結財務諸表の作成にあたり連結子会社は各社の確定決算財

務諸表を使用しておりますが、連結決算日との間に生じた重要な取引については連結上、必要な調

整を行っております。 
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４．会計処理基準に関する事項 

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

（イ）有価証券 

①満期保有目的債券 

      償却原価法を採用しております。 

②その他有価証券 

      時価のあるもの 

  決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、部分資本直入法により処理し、売却

原価は主として移動平均法により算定しております。） 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採用しております。 

（ロ）デリバティブ 

時価法を採用しております。 

  （ハ）たな卸資産： 

当社および国内連結子会社は、主として移動平均法による原価法を、また、在外連結子会社は、

主として総平均法による低価法を採用しております。 

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

   有形固定資産： 

当社および国内連結子会社は、主として定率法（ただし、平成10年４月１日以降取得した建物

（付属設備を除く）は定額法）を採用し、在外連結子会社は、主として定額法を採用しており

ます。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物及び構築物･･･３～５５年 

機械装置及び運搬具･･･２～１５年 

無形固定資産： 

当社および国内連結子会社は定額法を採用し、自社利用のソフトウェアにつきましては、社内

における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。また、在外連結子会社は

所在地国の会計基準に基づく定額法を採用しております。 

（３）重要な引当金の計上基準 

（イ）貸倒引当金： 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

（ロ）賞与引当金： 

当社および国内連結子会社では、従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期

の負担額を計上しております。 

（ハ）退職給付引当金： 

当社および国内連結子会社では従業員の退職給付に備えるため、当会計年度末における退職

給付債務および年金資産の見込額に基づき、当会計年度末に発生していると認められる額を

計上しております。会計基準変更時差異は、５年による均等額を費用処理し、過去勤務債務

は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法により費用処理しております。数

理計算上の差異は、各会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間による定額法に

より按分した額をそれぞれ発生の翌会計年度から費用処理することとしております。 

また、退職給付制度を有する在外連結子会社については、所在地国の会計基準において認め

られている会計処理により計上しております。 

（ニ）役員退職慰労引当金： 

当社および国内連結子会社の一部は、役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規による期末

要支給額を計上しております。 

（４）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。なお、在外連結子会社の資産および負債並びに収益および費用については、
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期末決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は少数株主持分および資本の部における

為替換算調整勘定に含めております。 

 （５）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理により計上しております。 

 （６）重要なヘッジ会計の方法 

（イ）ヘッジ会計の方法 

原則として、繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている為替

予約等については振当処理に、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処

理によっております。 

  （ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象 

当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりです。 

①ヘッジ手段･･･為替予約 

ヘッジ対象･･･外貨建売上債権、外貨建借入債務及び外貨建予定取引 

②ヘッジ手段･･･金利スワップ 

ヘッジ対象･･･借入金 

（ハ）ヘッジ方針 

リスク管理に関する内部規定に基づき為替変動リスクおよび金利変動リスクをヘッジしてお

ります。 

（ニ）ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は相場変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロ

ー変動の累計又は相場変動を半期毎に比較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効性

を評価しております。ただし、振当処理及び特例処理によっている為替予約等および金利ス

ワップについては、それぞれ有効性の評価を省略しております。 

 （７）消費税等の会計処理 

税抜き方式により行っております。 

 （８）その他 

在外連結子会社が採用している会計基準は、それぞれの国で一般に公正妥当と認められてい

る基準によっており、その属する国の法律に基づいて資産再評価を実施した連結子会社は、そ

の結果得られた再評価益を利益剰余金に含めております。 

５．連結子会社の資産および負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産および負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 

６．連結調整勘定の償却に関する事項 

連結調整勘定の償却につきましては、10年間の均等償却を行っております。ただし、金額の僅少

であるものは、発生連結会計年度において全額償却しております。 

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

   連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成しております。 

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

   連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について、僅少なリスクしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなります。 
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注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

 

前連結会計年度 
(平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成17年３月31日) 

１ 担保資産 

   担保に供している資産は、次のとおりである。 

現金及び預金  26百万円

受取手形及び売掛金  1,412 

たな卸資産  300 

有形固定資産  3,872 

投資有価証券  2,298 

計  7,910 

   上記資産は次の債務の担保に供している 

短期借入金  1,215百万円

長期借入金  2,964 

(１年内の返済予定額を含む)  ( 377) 

社債     300 

計  4,480 
 

１ 担保資産 

   担保に供している資産は、次のとおりである。 

現金及び預金  162百万円

受取手形及び売掛金  1,373 

たな卸資産  324 

有形固定資産  3,768 

投資有価証券  1,918 

計  7,547 

   上記資産は次の債務の担保に供している 

短期借入金  343百万円

長期借入金  2,260 

(１年内の返済予定額を含む)  ( 381) 

社債   300 

(１年内の償還予定額を含む)  ( 300) 

計  2,903 
 

２  非連結子会社及び関連会社の株式 2,456百万円 ２  非連結子会社及び関連会社の株式  1,859百万円 

３ 偶発債務 

   金融機関からの借入に対する保証債務 

(被保証先)  (金額) 

日本アマゾンアルミニウム㈱  184百万円

その他２件  538 

(US＄518,783.11他)

長期借入金の債務履行引受契約に係わる偶発

債務 

以下の長期借入金については、下記金融機関

との間に債務履行引受契約を締結し、長期借

入金の返済に必要な金額を同金融機関に支払

い、履行すべき債務を譲渡した。しかし、債

権者に対する返済義務は、長期借入金返済完

了時まで存続する。 

 対象 在外子会社外貨建長期借入金 

 債務履行引受金融機関 CITI BANK 

期末残高 1,417百万円 

（US$13,235,294.16） 
 

 ３ 偶発債務 

   金融機関からの借入に対する保証債務 

(被保証先)  (金額) 

従業員  306百万円

その他２件  150 

(US＄311,269.89他)

長期借入金の債務履行引受契約に係わる偶発

債務 

以下の長期借入金については、下記金融機関

との間に債務履行引受契約を締結し、長期借

入金の返済に必要な金額を同金融機関に支払

い、履行すべき債務を譲渡した。しかし、債

権者に対する返済義務は、長期借入金返済完

了時まで存続する。 

 対象 在外子会社外貨建長期借入金 

 債務履行引受金融機関 CITI BANK 

期末残高 1,072百万円 

（US$10,294,117.68） 
 

４ 受取手形割引高           ６百万円 ４ 受取手形割引高           ４百万円 

５ 当社の発行済株式総数は、普通株式1,192千株である。

６ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式39.44株で

ある。 

５ 当社の発行済株式総数は、普通株式1,192千株である。

６ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式70.94株で

ある。 
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(連結損益計算書関係) 

 

前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１  売費及び一般管理費のうち主な費用の内訳は次の 

 とおりである。 

荷造運搬費  19,106百万円

貸倒引当金繰入額  1,220 

従業員給与手当  53,787 

賞与引当金繰入額  7,162 

退職給付費用  6,791 

役員退職慰労引当金繰入額 157 

減価償却費  7,626 
 

１  販売費及び一般管理費のうち主な費用の内訳は次の 

 とおりである。 

荷造運搬費  19,303百万円

貸倒引当金繰入額  743 

従業員給与手当  57,502 

賞与引当金繰入額  8,104 

退職給付費用  6,819 

役員退職慰労引当金繰入額 163 

減価償却費  7,311 
 

２ 固定資産売却益の主なものは土地の売却によるもの

である。 

２ 固定資産売却益の主なものは土地の売却によるもの

である。 

３ 固定資産売却損の主なものは建物の売却によるもの

である。 

３ 固定資産売却損の主なものは建物の売却によるもの

である。 

４ 固定資産除却損の主なものは機械装置の除却による

ものである。 

４ 固定資産除却損の主なものは建物の除却によるもの

である。 

５ 子会社構造改革費用の内訳は次のとおりである。 

    固定資産臨時償却       1,094百万円 

    固定資産廃棄損         420 

    たな卸資産廃棄損        649 

    その他             251 

５ ――――― 

６ ――――― ６ 在外子会社固定資産評価損は、在外子会社における有

形固定資産等の評価損である。 

７ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

19,882百万円 

７ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

19,037百万円 

 
(連結剰余金計算書関係) 

 

前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――――――― 
 

 

１ YKKギリシャ社が、その属する国の法律に基づいて行

った資産再評価による増加高である。 

 

 

 

 

 

 

 

 



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 
前連結会計年度 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に記載されている科目の金額との関係 

(平成16年３月31日現在)

現金及び預金 75,375百万円

有価証券 2,046 

計 77,421 

預入期間が３ヶ月を超える 
定期預金他 

△6,016 

現金及び現金同等物 71,405 
  

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に記載されている科目の金額との関係 

(平成17年３月31日現在)

現金及び預金 81,623百万円

有価証券 10,049 

計 91,673 

預入期間が３ヶ月を超える 
定期預金他 

△2,464 

現金及び現金同等物 89,208 
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   平成 １７ 年 ３ 月期     個別財務諸表の概要                平成１７年５月３１日 
 

会 社 名        ＹＫＫ株式会社                                    上 場 の 有 無      非上場 

本社所在地                  東京都千代田区神田和泉町１番地 

問合せ先責任者      役 職 名  グループ経営管理センター経理グループ長 

                      氏   名   八木 厚斯                        ＴＥＬ  (03)3864-2083 
定時株主総会開催日    平成１７年６月２９日                                      中間配当制度の有無     無 

                                                                   単元株制度採用の有無   無 

                                 

１．平成１７年３月期の業績（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日） 

（１）経営成績                                               （注）金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売上高 営業利益 経常利益 

 百万円     ％ 百万円      ％ 百万円     ％

平成１７年３月期 ７９，４５５（△４９．９） ５，６５１（ △９．５） １２，４７１（  ３０．６）

平成１６年３月期 １５８，５５８（△２９．１） ６，２４１（ ２２４．７） ９，５４７（  １８．１）

  

 
当期純利益 

１株当たり 

当期純利益 
株 主 資 本

当期純利益率

総 資 本 

経常利益率 

売 上 高 

経常利益率 

 百万円     ％ 円 ％ ％ ％

平成１７年３月期 ８，１２５（ △０．８） ６，７６９ ２．６ ２．８  １５．７ 

平成１６年３月期 ８，１８８（  ５４．８） ６，８３４ ２．７ ２．０  ６．０ 

（注）１．期中平均株式数       平成1７年3月期   1,192,212.91株   平成16年3月期   1,192,247.67株 

       ２．会計処理の方法の変更    無 

      ３．売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 

（２）配当状況 

１株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本  

 中 間 期 末 （年間）  配当率 

 円 円 円 百万円 ％ ％

平成１７年３月期 ２，０００  － ２，０００ ２，３８４  ２９．５  ０．8 

平成１６年３月期 ２，０００  － ２，０００ ２，３８４  ２９．３  ０．8 

 

（３）財政状態 

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 千円

平成１７年３月期 ４５９，５１６ ３１５，９６３ ６８．８  ２６４ 

平成１６年３月期 ４３９，４１３ ３０８，５１６ ７０．２  ２５８ 

（注）１. 期末発行済株式数   平成1７年3月期   1,192,200.76株     平成16年3月期   1,192,232.26株 

（注）２. 期末自己株式数    平成1７年3月期        70.94株     平成16年3月期        39.44株 

 

２．平成１８年３月期の業績予想（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日） 

１株当たり年間配当金  
売上高 経常利益 当期純利益

中間 期末  

 百万円 百万円 百万円 円 円 円

通   期 ７８，３７３ ８，８５０ ５，７３７ －  ２，０００ ２，０００

   （参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   ４，８１２円 

＊上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。 

実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。 



　比　較　貸　借　対　照　表　

（単位：百万円）

期　別 前会計年度 当会計年度

（平成16年3月31日現在） （平成17年3月31日現在） 増減金額

科　目 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

（　資　産　の　部　） ％ ％

 流　　動　　資　　産 　 81,836    18.6   　 99,171    21.6   　 17,335    

現 金 及 び 預 金 　 30,056    　 35,924    　 5,868     

受取手形及び売掛金 　 17,083    　 17,169    　 86        

有 価 証 券 　 1,806     　 9,703     　 7,897     

た な 卸 資 産 　 13,820    　 15,517    　 1,697     

繰 延 税 金 資 産 　 1,690     　 1,871     　 181       

短 期 貸 付 金 　 12,321    　 14,794    　 2,473     

そ の 他 　 5,061     　 4,193     △ 868       

貸 倒 引 当 金 △ 3         △ 3         　 -         

　 　 　

 固　　定　　資　　産 　 357,576   81.4   　 360,345   78.4   　 2,769     

有 形 固 定 資 産 　 79,378    18.1   　 78,035    17.0   △ 1,343     

建 物 及 び 構 築 物 　 44,434    　 42,120    △ 2,314     

機械装置及び運搬具 　 14,802    　 13,809    △ 993       

土 地 　 18,378    　 18,385    　 7         

建 設 仮 勘 定 　 130       　 2,065     　 1,935     

そ の 他 　 1,631     　 1,655     　 24        

　 　 　

無 形 固 定 資 産 　 2,267     0.5    　 2,040     0.4    △ 227       

ソ フ ト ウ ェ ア 　 2,090     　 1,827     △ 263       

そ の 他 　 177       　 212       　 35        

　 　 　

投資その他の資産 　 275,930   62.8   　 280,268   61.0   　 4,338     

投 資 有 価 証 券 　 14,908    　 17,822    　 2,914     

関 係 会 社 株 式 　 219,816   　 231,128   　 11,312    

関係会社長期貸付金 　 33,590    　 24,350    △ 9,240     

繰 延 税 金 資 産 　 6,613     　 5,772     △ 841       

そ の 他 　 1,010     　 1,205     　 195       

貸 倒 引 当 金 △ 8         △ 9         △ 1         

　 　 　

資　　産　　合　　計 　 439,413   100.0  　 459,516   100.0  　 20,103    
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（単位：百万円）

期　別 前会計年度 当会計年度

（平成16年3月31日現在） （平成17年3月31日現在） 増減金額

科　目 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

（　負　債　の　部　） ％ ％

 流　　動　　負　　債 　 73,184    16.7   　 85,381    18.6   　 12,197    

支払手形及び買掛金 　 9,492     　 14,195    　 4,703     

短 期 借 入 金 　 14,086    　 10,603    △ 3,483     

一年内返済予定の長期借入金 　 1,264     　 364       △ 900       

一 年 内償還予定の社債 10,000    　 10,000    　 -         

未 払 法 人 税 等 　 354       　 1,702     　 1,348     

預 り 金 21,021    31,527    　 10,506    

賞 与 引 当 金 　 3,692     　 3,628     △ 64        

従 業 員 等 預 り 金 　 10,192    　 10,042    △ 150       

そ の 他 　 3,080     　 3,317     　 237       

　 　 　

 固　　定　　負　　債 　 57,712    13.1   　 58,171    12.6   　 459       

社 債 　 30,000    　 30,000    　 -         

長 期 借 入 金 　 3,063     　 2,699     △ 364       

退 職 給 付 引 当 金 　 24,250    　 25,047    　 797       

役員退職慰労引当金 　 398       　 424       　 26        

　 　 　

負　　債　　合　　計 　 130,896   29.8   　 143,552   31.2   　 12,656    

資　　　本　　　金 　 11,922    2.7    　 11,922    2.6    　 -         

資　本　剰　余　金 　 32,922    7.5    　 32,922    7.2    　 -         

利　益　剰　余　金 　 259,578   59.1   　 265,279   57.7   5,701     

その他有価証券評価差額金 　 4,094     0.9    　 5,841     1.3    　 1,747     

自 　己　 株　 式 △ 1          △0.0 △ 2          △0.0 △ 1         

資　　本　　合　　計 　 308,516   70.2   　 315,963   68.8   　 7,447     

負債資本合計 　 439,413   100.0  459,516   100.0  　 20,103    
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　比　較　損　益　計　算　書　
（単位：百万円）

期　別 前会計年度 当会計年度

平成15年4月 1日から 平成16年4月 1日から 増減金額 対前会計

平成16年3月31日まで 平成17年3月31日まで 年度比

科　目 金　　額 百分比 金　　額 百分比

売     上      高 　 158,558   100.0  　 79,455    100.0  △ 79,103  50.1    

売   上   原   価 　 116,586   73.5   　 52,011    65.5   △ 64,575  44.6    

売   上   総  利  益 　 41,972    26.5   　 27,443    34.5   △ 14,529  65.4    

販売費及び一般管理費 　 35,730    22.6   　 21,792    27.4   △ 13,938  61.0    

営    業    利    益 　 6,241     3.9    　 5,651     7.1    △ 590     90.5    

　 　 　

営  業  外  収  益 　 9,356     5.9    　 10,654    13.4   　 1,298   113.9   

受 取 利 息 　 756       　 680       △ 76      89.9    

受 取 配 当 金 　 5,659     　 7,187     　 1,528   127.0   

固 定 資 産 貸 与 料 　 1,738     　 2,150     　 412     123.7   

雑 収 入 　 1,201     　 636       △ 565     53.0    

　 　 　

営  業  外  費  用 　 6,050     3.8    　 3,835     4.8    △ 2,215   63.4    

支 払 利 息 　 1,147     　 826       △ 321     72.0    

貸与資産減価償却費 　 1,038     　 1,261     　 223     121.5   

雑 損 失 　 3,863     　 1,747     △ 2,116   45.2    

　 　

経    常    利    益 　 9,547     6.0    　 12,471    15.7   　 2,924   130.6   

　 　 　

特   別   利   益 　 588       0.4    　 443       0.6    △ 145     75.3    

貸倒引当金戻入額 　 108       　 -         △ 108     -       

固 定 資 産 売 却 益 　 5         　 90        　 85      1,800.0 
会 計 基 準 変 更 時
差 異 処 理 額 　 473       　 325       △ 148     68.7    

そ の 他 特 別 利 益 　 -         　 27        　 27      -

　 　 　

　 　 　

特   別   損   失 　 2,343     1.5    　 1,744     2.2    △ 599     74.4    

固 定 資 産 売 却 損 　 140       　 52        △ 88      37.1    

固 定 資 産 除 却 損 　 1,150     　 1,423     　 273     123.7   

子会社会社株式評価損 　 1,036     　 268       △ 768     25.9    

そ の 他 特 別 損 失 　 16        　 -         △ 16      -

　 　 　

　 　 　

　 　 　

税引前当期純利益 　 7,792     4.9    　 11,170    14.1   　 3,378   143.4   

法人税、住民税及び事業税 　 2,558     1.6    　 3,550     4.5    　 992     138.8   

過 年 度 還 付 法 人 税 等 1,204     △0.8  　 -         -      　 1,204   -

法  人  税 等 調 整 額 △ 1,749     △1.1  △ 505       △0.6  　 1,244   28.9    

当   期   純   利   益 　 8,188     5.2    　 8,125     10.2   △ 63      99.2    
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　比 較 利 益 処 分 案　

（単位：百万円）

期　別

当会計年度 増減金額

科　目 金　　額 金　　額

当期未処分利益 9,196          9,134          △ 62             

　

任意積立金取崩額 279            24             △ 255            

　

利益処分額 8,467          8,086          △ 381            

配 当 金 2,384          2,384          　 -              

役 員 賞 与 40             55             　 15             

（うち監査役賞与） 3)(            3)(            　 (    -)

任 意 積 立 金 6,042          5,647          △ 395            

　

次期繰越利益 1,008          1,071          　 63             

前会計年度
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  注記事項 

１．重要な会計方針 

（１）有価証券の評価基準および評価方法  

（イ）満期保有目的債券 

償却原価法を採用しております。 

（ロ）子会社および関連会社株式 

移動平均法による原価法を採用しております。 

（ハ）その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は部分資本直入法により処理し、売却 原価は移

動平均法により処理しております）を採用しております。 

              時価のないもの 

移動平均法による原価法を採用しております。 

（２）たな卸資産の評価基準および評価方法  

移動平均法による原価法を採用しております。 

（３）固定資産の減価償却の方法 

（イ）有形固定資産 

定率法を採用しております。 

               ただし、平成１０年４月１日以降取得した建物(付属設備を除く)につきましては、定額法を採用

しております。なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物    …３～50年 

機械及び装置…５～15 年 

（ロ）無形固定資産 

定額法を採用しております。 

              なお、自社利用のソフトウェアにつきましては、社内における利用可能期間（５年） 

             に基づく定額法を採用しております。 

（４）重要な引当金の計上方法 

（イ）貸倒引当金 

              債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

        （ロ）賞与引当金 

              従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期の負担額を計上しております。 

        （ハ）退職給付引当金 

              従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、

当期末に発生していると認められる額を計上しております。会計基準変更時差異は、５年による均等

額を費用処理し、過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法により費用

処理しております。数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間に

よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理することとしております。 

（ニ）役員退職慰労引当金 

              役員の退職慰労金の支払に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく当期末要支給額を計上してお

ります。 

    （５）ヘッジ会計の方法 

       (1) ヘッジ会計の方法 

       原則として、繰延ヘッジ処理によっています。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約等に

ついては振当処理によっています。 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 
       当期にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりです。 
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        ヘッジ手段…為替予約 

        ヘッジ対象…外貨建売上債権、外貨建買入債務、外貨建予定取引 

(3) ヘッジ方針 

       リスク管理に関する内部規定に基づき為替変動リスク及び金利変動リスクをヘッジしています。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

       為替予約等については、振当処理の要件を満たしているため、有効性の評価を省略しています。 

    （６）消費税等の会計処理 

          税抜き方式により行っております。 

 

 注記事項 
(貸借対照表関係) 

 

摘要 前事業年度 
(平成16年３月31日) 

当事業年度 
(平成17年３月31日) 

１ 関係会社に対する主な資産及び負債   

 
区分掲記されたもの以外で各科目に含
まれている関係会社に対する主なもの
は次のとおりである。 

  

    受取手形 58百万円 53百万円 
    売掛金 16,160 16,656 
    短期貸付金 12,321 14,794 
    短期借入金 3,000 － 
    預り金 20,576 31,130 
    
２ 担保資産   
  投資有価証券   2,298  1,918 
    

 
上記資産は次の債務の担保に供してい
る。 

  

    長期借入金 1,427百万円 1,063百万円 
    (１年内の返済予定額を含む) (364) (364) 
    
３ 会社が発行する株式の総数 普通株式    4,260,000株 普通株式    4,260,000株 
 発行済株式総数 普通株式  1,192,271.70株 普通株式  1,192,271.70株 
    
４ 自己株式の総数 普通株式     39.44株 普通株式     70.94株 
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摘要 前事業年度 

(平成16年３月31日) 
当事業年度 

(平成17年３月31日) 
５ 偶発債務   
  金融機関からの借入に対する保証債務 8,940百万円 13,409百万円
  (被保証先) (金額) (被保証先) (金額) 
  

  

YKKアルミ 
ニューム・ 
オースト 
ラリア社 

1,594百万円

YKKアルミ 
ニューム・ 
オースト 
ラリア社 

1,326百万円

  (A$20,000,000) (A$16,000,000) 

  
YKKインド 
ネシア社 1,043 

YKKインド 
ネシア社 966 

  (US$9,873,000) (US$9,000,000) 
  YKKAP深圳社 1,753 YKKAP深圳社 1,503 
  (US$15,990,000他) (US$14,000,000) 
  YKK韓国社 1,377 YKK韓国社 1,498 
  (US$7,000,000他) (WON14,134,120,000) 

    
YKK 
CORPORATION 
OF AMERICA 

4,752 

   (US$44,251,000) 

    
YKK AP インド
ネシア社 789 

   (US$7,347,377.10) 
  その他１０件 3,170 その他１０件 2,574 
  (US$12,718,783.11他) (US$2,911,269.89他) 

  

 
上記の他、下記の会社等の借入
債務に対して、保証予約及び経
営指導念書等の差入れを行っ
ている。 

2,440百万円

 
上記の他、下記の会社等の借入
債務に対して、保証予約及び経
営指導念書等の差入れを行って
いる。 

2,542百万円
  (被保証先) (金額) (被保証先) (金額) 

  YKKブラジル社 1,398百万円  百万円

  (US$13,235,294)  

  YKKインド 
ネシア社 

609 YKKインド 
ネシア社 

644 

  (US$5,763,957) (US$6,000,000) 

    YKK AP インド 
ネシア社 

751 

   (US$7,000,000) 

  その他３件 432 その他２件 1,146 

  (US$3,000,000他) (US$10,294,117.60他) 

    
６ 配当制限 商法施行規則第124条第３号に

規定する資産に時価を付した
ことにより増加した純資産額
は4,094百万円である。 

商法施行規則第124条第３号に
規定する資産に時価を付したこ
とにより増加した純資産額は
5,841百万円である。 

    

 



(損益計算書関係) 

 

摘要 
前事業年度 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 他勘定振替高の内訳は次のとおりである。   

   原材料振替高  56百万円  0百万円

   貯蔵品振替高  383  3 

   固定資産振替高  6,361  1,700 

  
 会社分割に伴うＹＫＫＡＰ㈱への 
 商品及び製品在庫移管分 

 17,675  － 

   雑損失他振替高  1,392  761 

  計  25,867  2,465 

※２ 主な販売費及び一般管理費 販売費に属する費用のおおよ
その割合は82％であり、一般
管理費に属する費用のおおよ
その割合は18％である。主要
な費目及び金額は次のとおり
である。 

販売費に属する費用のおおよ
その割合は72％であり、一般
管理費に属する費用のおおよ
その割合は28％である。主要
な費目及び金額は次のとおり
である。 

   荷造運搬費   6,768百万円  808百万円

   宣伝広告費   546  1,720 

   従業員給与手当   9,693  6,210 

   賞与引当金繰入額   1,261  1,351 

   退職給付費用   1,932  1,532 

   法定福利費   1,949  1,298 

   消耗品費   1,543  1,109 

   賃借料   1,643  634 

   減価償却費   2,855  1,838 

   委託手数料   1,902  1,689 

※３ 関係会社との主な取引  売上高 153,745百万円

 受取 
 配当金 

5,571 

 固定資産 
 貸与料 

1,703 

 

 売上高 77,950百万円

 受取 
 配当金 

7,050 

 固定資産 
 貸与料 

2,118 

 
※４ 固定資産売却益 固定資産売却益の内容は次の

とおりである。 

固定資産売却益の内容は次の

とおりである。 

  

 機械及び装置 2百万円

 車両及び 
 その他の 
 陸上運搬具 

0 

 工具、器具 
 及び備品 

2 

 その他 0 

計 5 
 

 機械及び装置 2百万円

 工具、器具 
 及び備品 

0 

 土地 88 

計 90 
 

※５ 固定資産売却損及び除却損 固定資産売却損の内容は次の

とおりである。 

固定資産売却損の内容は次の

とおりである。 

  

 機械及び装置 110百万円

 車両及び 
 その他の 
 陸上運搬具 

1 

 工具、器具 
 及び備品 

28 

 その他 0 

計 140 
 

 機械及び装置 44百万円

 車両及び 
 その他の 
 陸上運搬具 

0 

 工具、器具 
 及び備品 

7 

 その他 0 

計 52 
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摘要 
前事業年度 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  
固定資産除却損の内容は次の
とおりである。 

固定資産除却損の内容は次の
とおりである。 

  

 建物 92百万円

 構築物 58 

 機械及び 
 装置 

556 

 車両及び 
 その他の 
 陸上運搬具

3 

 工具、器具
 及び備品 

76 

 その他 15 

 固定資産 
 廃棄費用 

347 

計 1,150 
 

 建物 532百万円

 構築物 59 

 機械及び 
 装置 

296 

 車両及び 
 その他の 
 陸上運搬具 

1 

 工具、器具 
 及び備品 

64 

 その他 3 

 固定資産 
 廃棄費用 

465 

計 1,423 
 

※６ 研究開発費の総額 一般管理費及び当期製造費用

に含まれる研究開発費は、

12,543百万円である。 

一般管理費及び当期製造費用

に含まれる研究開発費は、  

9,261百万円である。 

 
（重要な後発事象） 

（１）ＹＫＫファスニングプロダクツ販売㈱との株式交換 

当社は日本を中心としたＹＫＫグループのファスニング事業での一層の市場競争力向上をめざして国

内販売体制の再構築を図って参りましたが、厳しさを増す国内市場に対処していくために、低コスト・

新たな需要創出に向けての施策をスピードをもって機動的に実行していく必要があると判断し、平成

１７年４月１日をもってＹＫＫファスニングプロダクツ販売㈱を完全子会社とする株式交換を実施い

たしました。 

①株式交換の方法 

    商法第３５８条第１項の規定による｢簡易株式交換｣を用いて、ＹＫＫファスニングプロダクツ販

売㈱を完全子会社といたしました。 

②株式交換の日 

平成１７年４月１日 

③株式交換に際して発行する株式および割当 

        当社は普通株式 6,406.35 株を新たに発行し、株式交換の日の前日の最終のＹＫＫファスニングプ

ロダクツ販売㈱の株主名簿に記載された株主および同日の最終の同社の端株原簿に記載された端

株主に対して、その所有するＹＫＫファスニングプロダクツ販売㈱の普通株式１株につき当社の

普通株式 0.3 株の割合をもって、割当交付いたしました。但し、当社の所有するＹＫＫファスニ

ングプロダクツ販売㈱の普通株式 40,345.5 株については、当社の普通株式は割当てません。 

④増加資本金および増加資本準備金の額 

        増加資本金        ６４百万円 

        増加資本準備金   ２,１７９百万円 

（２）黒部製函㈱との株式交換 

当社の子会社であるＹＫＫ ＡＰ㈱の製造・供給体制における梱包材コストの削減をめざして、厳しさ

を増す事業環境に対処していくために、梱包材政策をよりスピードをもって推進していく必要がある

と判断し、平成１７年４月１日をもって黒部製函㈱を完全子会社とする株式交換を実施いたしました。 

①株式交換の方法 

    商法第３５８条第１項の規定による｢簡易株式交換｣を用いて、黒部製函㈱を完全子会社といたし

ました。 

②株式交換の日 
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平成１７年４月１日 

③株式交換に際して発行する株式および割当 

        当社は普通株式 562 株を新たに発行し、株式交換の日の前日の最終の黒部製函㈱の株主名簿に記

載された株主に対して、その所有する黒部製函㈱の普通株式１株につき当社の普通株式 0.4 株の

割合をもって、割当交付いたしました。但し、当社の所有する黒部製函㈱の普通株式 1,595 株に

ついては、当社の普通株式は割当てません。 

④増加資本金および増加資本準備金の額 

        増加資本金        ５百万円 

        増加資本準備金    １６０百万円 
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【役員の異動】 
 

１．代表者の異動 
該当事項はありません。 

    
２．その他の役員の異動 
該当事項はありません。 
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                                                                                                平成１７年５月３１日 

平成１７年３月期        個別財務諸表の概要 
 

会 社 名    ＹＫＫ ＡＰ株式会社                   上 場 の 有 無      非上場 

本 社 所 在 地             東京都千代田区神田和泉町１番地 

問合せ先責任者      役 職 名     経 理 部 長 

                       氏     名   慶 野  順 一             ＴＥＬ  (03)3864-2167 
定時株主総会開催日    平成１７年６月１６日                    中間配当制度の有無       有 

                    単元株制度採用の有無      無 

 

１．平成１７年３月期の業績（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日） 

  （１）経営成績                                         （注）金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売    上    高 営  業  利  益 経  常  利  益  

  

 平成１７年３月期 

平成１６年３月期 

              百万円      ％ 

   ３３９，８０９（  ５．８） 

   ３２１，２９９（  ４．８） 

           百万円       ％ 

 １０，６０９  （５２．０） 

  ６，９８１  （ ７．５） 

           百万円       ％ 

  ７，２７２  （ ４９．９）

  ４，８５１  （△２０．３）

 
 

 
当  期  純  利  益 

１株当たり 

当期純利益 

株主資本 

当期純利益率

総資本 

経常利益率 

売上高 

経常利益率

 

 

 

 平成１７年３月期 

 平成１６年３月期 

              百万円      ％ 

     ４，３６７（△６８．７） 

    １３，９３１（ ９６．７） 

               円 

     ４，３２７ 

    ２３，１７０ 

         ％ 

   ３．６ 

  １９．３ 

          ％ 

   ２．５ 

   ２．２ 

         ％ 

  ２．１ 

   １．５ 

    （注）１．期中平均株式数  平成１７年３月期 1,000,000 株  平成１６年３月期   601,278 株 

          ２．会計処理の方法の変更    無  

          ３．売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

  （２）配当状況 

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金  

  中 間  期 末 

配当金総額 

(年間) 
配 当 性 向 

株 主 資 本 

配 当 率 

                 円        円        円      百万円        ％            ％

平成１７年３月期 ２，０００ ― ２，０００ ２，０００ ４５．８ １．６ 

 

 

平成１６年３月期 １，１００ ― １，１００ １，１００ ４．７ ０．９ 

  （３）財政状態 

 

 
総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １ 株 当 た り 

株  主  資  本 

 

 

               百万円               百万円                  ％                千円 
 

  平成１７年３月期 

 平成１６年３月期 

     ２９０，３４９ 

     ２８２，１６４ 

     １２３，６３５ 

     １２０，４００ 

       ４２．６ 

       ４２．７ 

      １２３ 

      １２０ 
 
（注）期末発行済株式数  平成１７年３月期 1,000,000株  平成１６年３月期 1,000,000 株 

２．平成１８年３月期の業績予想（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日） 

１株当たり年間配当金  
売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

中間 期末  

 

 

 百万円 百万円 百万円 円      円 円 

 

 通   期 ３４４，０００ ６，８００ ３，８００ － １，９００ １，９００

 （参考）１株当たり予想当期純利益（通期） ３，８００ 円 

＊上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。 

実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。 
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（単位：百万円）

期　別

科　目

（　資　産　の　部　） % %

 流　　動　　資　　産 176,728 62.6 184,262 63.5 7,534

現 金 及 び 預 金 6,480 6,692 211

受取手形及び売掛金 90,164 94,199 4,034

た な 卸 資 産 39,357 37,559 △ 1,797

未 成 工 事 支 出 金 23,379 19,205 △ 4,173

繰 延 税 金 資 産 4,919 5,425 505

短 期 貸 付 金 493 299 △ 194

預 託 金 12,943 21,161 8,217

そ の 他 1,174 2,043 868

貸 倒 引 当 金 △ 2,185 △ 2,323 △ 137

 固　　定　　資　　産 105,436 37.4 106,086 36.5 650

有 形 固 定 資 産 77,861 27.6 75,422 26.0 △ 2,438

建 物 30,072 28,862 △ 1,209

機 械 装 置 24,047 23,227 △ 820

土 地 15,802 15,790 △ 11

そ の 他 7,938 7,541 △ 396

無 形 固 定 資 産 2,825 1.0 2,963 1.0 138

ソ フ ト ウ ェ ア 2,403 2,555 152

そ の 他 421 407 △ 13

投資その他の資産 24,749 8.8 27,700 9.5 2,950

関 係 会 社 株 式 178 408 230

繰 延 税 金 資 産 19,410 21,672 2,261

破 産 更 生 債 権 等 7,639 6,927 △ 712

そ の 他 3,641 4,020 379

貸 倒 引 当 金 △ 6,120 △ 5,328 791

資　　産　　合　　計 282,164 100.0 290,349 100.0 8,184

　比　較　貸　借　対　照　表　

前会計年度 当会計年度

増減金額（平成16年3月31日現在） （平成17年3月31日現在）

金額 構成比 金額 構成比
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                         前会計年度       当会計年度 

（注）１．有形固定資産の減価償却累計額     ２３７，２９１      ２３９，１９２ 

２．受取手形割引高                  －            － 

３．保証債務                         －             － 
 

 
 
 

 
 
 
 
 

（単位：百万円）

期　別

科　目

（　負　債　の　部　） % %

 流　　動　　負　　債 104,783 37.1 105,910 36.5 1,127

支払手形及び買掛金 51,039 53,254 2,215

短 期 借 入 金 100 252 152

未 払 法 人 税 等 3,543 3,201 △ 341

未 成 工 事 受 入 金 12,720 8,754 △ 3,965

賞 与 引 当 金 8,448 10,106 1,658

従 業 員 等 預 り 金 20,528 20,999 471

そ の 他 8,404 9,341 937

 固　　定　　負　　債 56,980 20.2 60,802 20.9 3,822

退 職 給 付 引 当 金 54,062 57,657 3,595

役員退職慰労引当金 380 400 20

そ の 他 2,537 2,744 207

負　　債　　合　　計 161,764 57.3 166,713 57.4 4,949

（ 資　本　の　部 ）

資　　　本　　　金 10,000 3.6 10,000 3.4 0

資　本　剰　余　金 73,358 26.0 73,358 25.3 0

利　益　剰　余　金 36,730 13.0 39,968 13.8 3,237

その他有価証券評価差額金 311 0.1 308 0.1 △ 2

資　　本　　合　　計 120,400 42.7 123,635 42.6 3,234

負 債 資 本 合 計 282,164 100.0 290,349 100.0 8,184

前会計年度 当会計年度

増減金額（平成16年3月31日現在） （平成17年3月31日現在）

金額 構成比 金額 構成比
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（単位：百万円）

期　別

科　目

% %

売     上      高 321,299 100.0 339,809 100.0 18,510 105.8

売   上   原   価 246,050 76.6 240,317 70.7 △ 5,732 97.7

売  上  総  利  益 75,248 23.4 99,492 29.3 24,243 132.2

販売費及び一般管理費 68,267 21.2 88,883 26.2 20,615 130.2

営    業    利    益 6,981 2.2 10,609 3.1 3,627 152.0

営  業  外  収  益 785 0.2 850 0.2 64 108.2

受 取 利 息 26 21 △ 5 78.5

受 取 配 当 金 43 16 △ 27 37.3

その他の営業外収益 715 813 97 113.6

営  業  外  費  用 2,915 0.9 4,186 1.2 1,271 143.6

支 払 利 息 168 217 49 129.1

売 上 割 引 104 121 17 117.0

た な 卸 資 産 廃 棄 損 1,043 2,690 1,647 257.8

その他の営業外費用 1,598 1,156 △ 442 72.3

経    常    利    益 4,851 1.5 7,272 2.1 2,421 149.9

特   別   利   益 76 0.0 255 0.1 179 334.8

固 定 資 産 売 却 益 23 222 199 945.7

会 計 基 準 変 更 時
差 異 費 用 処 理 額

-          32 32 -

そ の 他 の 特 別 利 益 52 -          △ 52 -

特   別   損   失 711 0.2 894 0.2 182 125.7

固 定 資 産
売 却 損 ・ 除 却 損

541 867 325 160.0

会 計 基 準 変 更 時
差 異 費 用 処 理 額

111 -          △ 111 -

会 員 権 等 評 価 損 -          25 25 -

そ の 他 の 特 別 損 失 58 0 △ 57 1.6

税 引 前 当 期 純 利 益 4,216 1.3 6,634 2.0 2,417 157.3

法人税、住民税及び事業税 3,621 1.1 5,031 1.5 1,409 138.9

法人税等調整額 △ 13,337 △ 4.1 △ 2,765 △ 0.8 10,572 20.7

当　期　純　利　益 13,931 4.3 4,367 1.3 △ 9,564 31.3

前 期 繰 越 利 益 120 47 △ 73 39.2

当 期 未 処 分 利 益 14,052 4,414 △ 9,637 31.4

百分比

平成17年3月31日まで平成16年3月31日まで
対前会計
年度比

　比　較　損　益　計　算　書　

前会計年度 当会計年度

増減金額
平成15年4月1日から 平成16年4月1日から

金額 百分比 金額
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（単位：百万円）

期　別

科　目

当期未処分利益 14,052 4,414 △ 9,637

任意積立金取崩額 69 99 29

特別償却積立金取崩額 69 99 29

利益処分額 14,074 4,497 △ 9,577

利益準備金 -               -               -         

配当金 1,100 2,000 900

役員賞与金 30 40 10

任意積立金 12,944 2,457 △ 10,487

次期繰越利益 47 17 △ 29

　比　較　利　益　処　分　案

増減金額

前々会計年度

平成16年6月17日

金額

当会計年度

平成17年6月16日

金額

（株主総会承認日） （株主総会承認日）
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比較キャッシュ・フロー計算書 

                                                                                         (単位：百万円) 

前 会 計 年 度 

平成15年４月１日から 

平成16年３月31日まで 

当 会 計 年 度 

平成16年４月１日から 

平成17年３月31日まで 

 

科       目 

金  額 金  額 

増減金額 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

  １ 税引前当期純利益        4,216 6,634     2,417

 ２ 減価償却費            8,368 13,370            5,001

 ３ 貸倒引当金の増減額（減少：△） △     2,196 △       654 1,541

 ４ 賞与引当金の増減額（減少：△） △       662 1,658 2,320

 ５ 退職給付引当金の増減額（減少：△） 3,069 3,615 545

 ６ 受取利息及び受取配当金 △        71 △        37 34

 ７ 支払利息 168 217 49

 ８ 固定資産売却除却損 541 867 325

 ９ 投資有価証券売却損 11 1 △          9

 10 預託金の純増減額（増加：△） △    12,943 △     8,217 4,725

 11 売上債権の増減額（増加：△） △     1,511 △     3,321 △      1,809

 12 たな卸資産の増減額（増加：△） 2,707 5,971 3,264

 13 仕入債務の増減額（減少：△） 16,046 2,215 △     13,831

 14 未成工事受入金の増減額（減少：△） △     3,251 △     3,965 714

 15 その他 △     1,734 △     1,171 562

    小計 12,759 17,182 4,423

 16 利息及び配当金の受取額              71 37  △         34

 17 利息の支払額       △       168 △       217      △         49

 18 法人税等の支払額       △        91 △     3,543 △      3,451

   営業活動によるキャッシュ・フロー      12,570 13,459      888

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー  

 １ 短期貸付金の純増減額（増加：△） △     7,393 194      7,587

 ２ 有形固定資産の取得による支出       △     4,702 △     11,435      △      6,733

 ３ 有形固定資産の売却による収入 83 661 577

 ４ 無形固定資産の取得による支出 △       671 △     1,079 △        407

 ５ 投資有価証券の取得による支出 △         2 △       839 △        837

 ６ 投資有価証券の売却による収入 582 － △        582

   投資活動によるキャッシュ・フロー △    12,103 △    12,498 △        395

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー  

 １ 短期借入金の純増減額（減少：△） － 152     152

 ２ 長期借入金の純増減額（減少：△） － 199 199

 ３ 配当金の支払額 △       121 △     1,100 △        978

   財務活動によるキャッシュ・フロー △       121 △       748 △        627

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額（減少：△） 346 211 △        134

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 6,121 6,480 359

Ⅵ 合併に伴う現金及び現金同等物の期首残高 12 － △         12

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 6,480 6,692 211
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【役員の異動】（平成 17年 6月 16日付予定） 
 

１．代表者の異動 
該当事項はありません。 

    
２．その他の役員の異動 
（１）新任取締役候補 

取締役 小崎 久人 （現 副社長 住宅建材、窓事業化営業政策担当 兼 住宅建材事業部長） 
 

（２）退任予定取締役 
取締役 草刈 武義 

 
（３）新任監査役候補 
 該当事項はありません。 

 
（４）退任予定監査役 
 該当事項はありません。 
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